
1 

令和 2年度岡山県包括外部監査結果報告書 概要 

包括外部監査人 上坂 岳大 

第１．包括外部監査の概要 

Ⅰ．監査の対象 

１．選定した特定の事件（テーマ） 
県単費事業に関する財務事務の執行について 

２．対象機関 
政策推進課、財政課の他、事務事業（県単費事業）の関連部署を監査対象と

した。 

３．監査対象年度 
原則として平成 30 年度（平成 30 年 4 月 1 日から平成 31 年 3 月 31 日ま

で）の財務事務及び当該財務事務に関する令和元年度実施の事務事業評価 
 ただし、必要に応じて他の年度についても監査の対象とした。 

Ⅱ．監査テーマの選定理由 

県では、平成 29年度より「新晴れの国おかやま生き活きプラン」に基づき、
「生き活き岡山」の実現に向けて、「教育県岡山の復活」、「地域を支える産業

の振興」、「安心で豊かさが実感できる地域の創造」という 3 つの重点戦略の
下、各種の施策を推進している。 

一方で、高齢化の進展等に伴う社会保障関係費の累増、臨時財政対策債を含

めた県債残高の高止まり等による、厳しい財政運営に対応するため平成 29年
3月に「岡山県行財政経営指針」を策定し、限られた資源を最大限に有効活用
し、より効率的、効果的な行財政経営を目指している。 

このような下で、県が実施している各事務事業において、県がその事務事業

の必要性についてどのように考えた上で業務を行っているかを検証し、さらに、

実施した事業について事後評価を適時適切に、また効果的に実施できているか

等を検証することは、今後の行財政経営において有用になるのではないかと考

えた。 

なお事務事業は、国からの補助金等が支出されているものと、県の予算単独

で実施しているもの、いわゆる県単費事業とに分けられるが、県単費事業を主

眼とすることが有用であると考えた。 
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そこで、各事務事業の財務事務の執行について法令に適合し、正確で、最小

の経費で最大の効果を挙げるようにし、その組織及び運営の合理化に努めてい

るかを監査することは、重要性かつ適時性があり、県単費事業に関する事務の

執行を監査対象として選定した。 

Ⅲ．監査の着眼点 

１．県単費事業に関する財務事務の合規性 
 事務事業の執行は関係する法令や条例等に準拠して適切に行われているか。 

２．県単費事業に関する財務事務の合理性 
 事務事業はコスト（間接経費を含む）を意識して実施されているか。 

 事務事業に関する事務が経済性、効率性、有効性（3E）の観点から適正に行
われているか。 

３．事務事業評価の仕組みの妥当性 
 事務事業について、継続の可否を検討する仕組み等が構築されているか。 

 事務事業の評価は仕組み通りに、適切に運用されているか。 

 事務事業評価について情報公開（公表）が適切に行われているか。 

Ⅳ．主な監査手続 
県単費事業に関する事務の執行に対して、実施した主な監査手続は次のとお

りである。 
１．監査対象とする県単費事業の抽出 

令和元年度に岡山県の行政評価の対象となった約 340 の事務事業のうち、
実績事業費が岡山県の一般財源から支出した金額と一致する事務事業を県単

費事業として抽出し、その中から、過去の事務事業の評価、事業内容、金額的

重要性等を総合的に勘案し、監査対象とすべきと判断した県単費事業 25事業
を抽出した。 

２．抽出した各県単費事業に対する調査 
抽出した 25の県単費事業について、各担当部署に対して事業の内容や事務

事業評価の実施状況を把握するために「事務事業調査シート」による調査を実

施した。 

３．調査回答及び関連帳票の検討、ヒアリング 
「事務事業調査シート」による調査回答に基づき、各担当部署へのヒアリン

グや関連帳票の閲覧を実施し、県単費事業に関する事務の合規性及び県単費事

業の必要性、妥当性について検討を行った。 
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４．事務事業評価の仕組みについての検討、ヒアリング 
県の行政評価における事務事業評価の位置付けや事務事業評価の仕組みと

予算編成等との関連性を確認するため、事務事業評価の仕組みについて、政策

推進課及び財政課へのヒアリングや関連帳票の閲覧を実施し、事務事業評価の

仕組みの妥当性及び予算編成への反映について検討を行った。 
 
（参考：抽出した 25の県単費事業） 

 

No 担当部課室 部局 担当部課室 課所 事務事業名
平成30年度

実績事業費(千円)

1 教育委員会 生徒指導推進室 小学校における不登校・長期欠席対策事業 94,813

2 警察本部 生活安全部 子供の非行・犯罪被害防止対策費 67,952

3 教育委員会 保健体育課 子どもの体力向上支援事業 265

4 県民生活部 国際課 岡山国際交流センター管理運営事業 38,100

5 産業労働部 企業誘致・投資促進課
企業立地促進補助金交付事業（大型投資・拠点
化、本社機能移転等を除く）

1,461,406

6 産業労働部 産業振興課 岡山デニム世界進出支援事業 14,530

7 農林水産部 農産課 力強い経営体育成対策事業 19,304

8 産業労働部 労働雇用政策課 中小企業Ｕターン就職促進奨学金返還支援事業 7,169

9 保健福祉部 医療推進課 看護師等就労促進事業 16,525

10 農林水産部 農産課 ぶどうの供給力強化緊急対策事業 59,819

11 保健福祉部 子ども未来課 １歳からの緊急対策事業 28,500

12 都市局 建築指導課 緊急輸送道路沿道建築物耐震化支援事業 15,215

13 土木部 河川課 ふるさとの川リフレッシュ事業 209,287

14 土木部 道路建設課 生き活きメンテナンス事業 12,208

15 県民生活部 くらし安全安心課
地域の絆で守る！子どもや高齢者の安全・安心
推進事業

1,182

16 警察本部 生活安全部 特殊詐欺の被害防止を推進するための事業経費 37,215

17 県民生活部 中山間・地域振興課 地域活力創出推進事業 43,380

18 環境文化部 新エネルギー・温暖化対策室 電気自動車等普及促進事業 7,689

19 都市局 建築指導課 空き家等除却支援事業 34,345

20 都市局 住宅課 空き家利活用支援事業 3,378

21 環境文化部 文化振興課 アートで地域づくり実践講座事業 4,966

22 環境文化部 スポーツ振興課 オリンピアン・パラリンピアン育成事業 8,956

23 県民生活部 男女共同参画青少年課 ＤＶ対策 12,031

24 産業労働部 マーケティング推進室 首都圏アンテナショップ事業 114,268

25 総合政策局 公聴広報課 晴れの国おかやまファンクラブ会員獲得作戦 1,853

2,314,356

33,848,467

6.8%

平成30年度に実施した事務事業合計

計

抽出サンプルが占める割合
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第２．包括外部監査の結果（総論） 

監査の着眼点を踏まえ監査手続を実施した結果、以下の件数の指摘事項及び

意見を取り上げることとした。 
「指摘事項」とは、県単費事業に関する事務の執行に関して、合規性等の観

点に照らし、問題があると判断されるものであり、「意見」とは、「指摘事項」

には該当しないが、県単費事業に関する事務の執行をより効果的・効率的に実

施するための改善提案である。 

ほぼすべての事務事業で発見されたのは、（１）事業評価の「効率性」につい

て、である。各事務事業について共通の問題点であるため、個別のサンプル毎

に意見を記載せず、下記に総論として記載した。 

次に 25事業中 12事業であげられた項目は、（２）事業目標について、であ
る。これは各事務事業で達成の目標としている指標が必ずしも適切ではない、

あるいは目標が設定されていない等の問題が見られたものである。 

（３）は上記（１）、（２）以外で発見された「指摘事項」または「意見」を

まとめている。 

なお、今回監査対象としているのは、県の予算単独で実施している、いわゆ

る県単費事業であるが、県単費事業であっても過去において国からの補助金を

受けている場合が想定され、その場合は事業の実施方法や効率性にどのような

変化があったのかを検証する目的から、事務事業調査シートでは過去の補助金

の有無を調査している。しかし 25件のサンプルを抽出し、事務事業調査シー
ト等により調査した結果、過去に補助金を受けていたものはなかったため上記

の検証は実施していない。 

 
指摘事項及び意見の項目一覧 

（１） 事業評価の「効率性」について 

事務事業評価は行政評価の一部をなし、その仕組みは事業目標の達成状況

を表す「達成度」と事業に投入したコストに見合った効果が得られたかを表

す「効率性」の評価をもって行われる。 

各事務事業はヒアリングの結果、担当課がそれぞれ工夫して「効率性」に

係る評価を行っているものの、明確な評価基準をもっていないことが確かめ

られた。「効率性」の評価については、評価基準が A：高い、B：やや高い、
C：やや低い、D：低い、の 4段階で評価を行っているものの、評価基準が定
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量的となっておらず、明確でないことから、評価担当者の主観が評価に影響

し十分な評価になっていない恐れがある。 

事務事業評価については、「達成度」と「効率性」の評価結果により、事業

内容や手法を見直すこととなっているが、「効率性」の評価が十分でないまま、

施策や事務事業を評価して PDCA を回している恐れがあり、現在の事業の
投入コストに対して、コスト削減の可能性を踏まえた手法の検討や方向性の

転換等の修正行動へつなげる視点が弱いまま運用されていると考えられる。 

【意見】事務事業評価を有効に行うために、各事務事業の「効率性」を測る

明確な基準を設定する必要がある。 
 

（２） 事業目標について 

 サンプルとして抽出した 25件の事務事業のうち、事務事業目標に関連す
る項目が下記 12件となる。2件（ｻﾝﾌﾟﾙNo.2、No.16）については事務事
業を評価するうえで達成度を測るための事業目標が設定されていなかっ

た。また、10件（ｻﾝﾌﾟﾙNo.1、No.4、No.5、No.6、No.10、No.13、
No.14、No.17、No.19、No.20）については事務事業内容に対しより適切な
事業目標を設定すべき等と考えられるものがあった。 

 
  

No
ｻﾝﾌﾟﾙ
No

指摘
意見

1 1 小学校における不登校・長期欠席対策事業 意見

2 2 子供の非行・犯罪被害防止対策費 意見

3 4 岡山国際交流センター管理運営事業 意見

4 5 意見

5 6 岡山デニム世界進出支援事業 意見

6 10 ぶどうの供給力強化緊急対策事業 意見

7 13 ふるさとの川リフレッシュ事業 意見

8 14 生き活きメンテナンス事業 意見

9 16 特殊詐欺の被害防止を推進するための事業経費 意見

10 17 地域活力創出推進事業 意見

11 19 空き家等除却支援事業 意見

12 20 空き家利活用支援事業 意見

事務事業名

企業立地促進補助金交付事業（大型投資・拠点化、本社機能移転等を除
く）
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（３） 上記以外 

 上記（１）、（２）以外で発見された項目は以下の通り。 

 このうち、下表 No.1、No.2、No.4、No.9、No.11の指摘又は意見は、当該事務
事業に要した事業費の集計において誤りがあった、あるいは本来事業費に集計すべ

き支出が集計されていなかった等の問題があったものである。事務事業を適切に評

価し、必要な改善を行っていくためには間接経費を含めた事業費の適切な把握・集

計を行う必要がある。 

 

  

No
ｻﾝﾌﾟﾙ
No

事務事業名
指摘
意見

1 2 子供の非行・犯罪被害防止対策費 指摘

2 意見

3 指摘

4 5 企業立地促進補助金交付事業（大型投資・拠点
化、本社機能移転等を除く）

意見

5 意見

6 意見

7 意見

8 意見

9 指摘

10 意見

11 16 特殊詐欺の被害防止を推進するための事業経費 指摘

12 18 電気自動車等普及促進事業 意見

13 20 空き家利活用支援事業 意見

14 意見

15 意見

16 意見

17 意見

再委託について

23 ＤＶ対策
委託契約について

支出内訳書について

24 首都圏アンテナショップ事業
事業の達成度の評価について

アンテナショップ事業の収支について

15
地域の絆で守る！子どもや高齢者の安全・安心推
進事業

従事職員数の集計誤りについて

事業評価の「達成度」の評価結果誤りについて

概算人件費の集計について

事務事業調査シートにおける予算数値の記載について

事業費の集計について

7 力強い経営体育成対策事業
達成度の評価について

農業機械の購入先について

12 緊急輸送道路沿道建築物耐震化支援事業
生き活き指標の設定について

事務事業調査シートにおける予算数値の記載について

項目

概算人件費の集計について

3 子どもの体力向上支援事業
ホームページのリニューアル費用について

ホームページ運用業務委託仕様書について
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第３．包括外部監査の結果（各論） 

No.1 小学校における不登校・長期欠席対策事業（担当課：教育委員会生徒指導推進
室） 
（１）【意見】事業目標について 
 当該事業は、「不登校・長期欠席の児童が多い小学校に登校支援員を配置するなど、

新たな不登校・長期欠席を生まないための取組を行い、不登校・長期欠席の減少を図る。」

ことにより、「支援員配置校での新たな不登校児童出現率」を減少させ、それにより重

点施策である「子どもたちが落ち着いて学習できる環境の整備」の生き活き指標となっ

ている「小・中・高等学校における不登校の出現割合（児童生徒 1千人あたり）」を減
少させることを目的とするものである。 
当事業の事業目標である「支援員配置校での新たな不登校児童出現率」とは、予算を

配分した（登校支援員を配置した）小学校での新たな不登校児童出現率を測るものであ

り、予算を配分しなかった（登校支援員を配置しなかった）小学校での新たな不登校児

童出現率は指標に影響しない。 
上記指標は、コストを投入した事業対象（登校支援員を配置した学校）に対し、どの

ような成果が得られたかを図る上では適切な指標と考えられる。 
 一方で、当該事業は重点施策（「子どもたちが落ち着いて学習できる環境の整備」）に

紐付けられており、施策の評価指標となる「小・中・高等学校における不登校の出現割

合（児童生徒 1千人あたり）」を生き活き指標としており、施策の対象は登校支援員の
配置の有無に関わらない。 
 上記の生き活き指標が、登校支援員の配置に関わらず、すべての県内公立小学校が集

計対象に含まれていること、また当該事業により平成 30年度であれば県内公立小学校
292校中の 112校に登校支援員を配置しているが、登校支援員を配置していない小学校
がある一方で、複数名の登校支援員を配置している小学校もあり、限られた予算を効果

的に配分するため、担当課では毎年度登校支援員の配置について見直しを行っており、

登校支援員を結果的に配置しなかった小学校についても十分検討していること、などか

ら当該事業の事業目標を支援員配置校に限定せず、県内公立小学校全体での不登校児童

出現率とすることも考えられる。 
 
No.2 子供の非行・犯罪被害防止対策費（担当課：警察本部生活安全部） 
（１）【指摘】概算人件費の集計について 
 当該事業は、少年非行の減少を図ることを目的とし、少年サポートセンターの運営、

警察スクールサポーターによる児童・生徒の非行防止、立ち直り支援に関する施策等を

推進しており、担当課は警察本部生活安全部少年課である。当該事業のように担当が警

察本部である場合には、本監査の実施にあたり作成した事務事業調査シート（本編に記

載）へも県が事務事業評価に使用している事務事業評価シートへも概算人件費の集計が
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行われていない。これは、県の事務事業評価シートの作成要領によると、概算人件費の

算出について人事課の事務分掌調査を参考に行うこととなっているが、警察本部につい

ては事務分掌調査を行っていないことから概算人件費の算出をしていなかったとのこ

とである。事務事業評価を有効なものにするためには、実施する事務事業別に全てのコ

ストを把握し、費用対効果の観点からも事業を評価する必要がある。したがって、担当

が警察本部である場合にも、他の事務事業と同様に概算人件費を集計するべきである。 
 
（２）【意見】事務事業評価シートへの事業目標の未記載について 
 本監査の実施にあたり作成した事務事業調査シート（本編に記載）及び県が事務事業

評価に使用している事務事業評価シートでは事業目標が未記載となっていた。これは担

当が警察本部である場合、事業目標を設定しにくい場合が多いことから、県は事業目標

の未記載を容認していたとのことである。ただし、当該事業については担当課が認識し

ている事業目標は存在し、それを基に事務事業評価を行っていた。事務事業評価を有効

に行うためには、評価について客観的に検証可能である必要があるため、担当が警察本

部である場合についても他の事務事業と同様に、事務事業評価シートへ事業目標を記載

するべきである。 
 
No.3 子どもの体力向上支援事業（担当課：教育委員会保健体育課） 
（１）【意見】ホームページのリニューアル費用について 
 当該事業は、「みんなでチャレンジランキング」ホームページの運用により、県内児

童生徒へ運動の機会を提供し、体力を向上させることを目的に実施されている。平成 30
年度時点で、ホームページの制作から 12年が経過しており、セキュリティの観点その
他の理由によりホームページのリニューアルを実施しているが、当該費用（1,479千円）
は当事業の当初予算の事業費には計上されていなかった。 
 当事業の事業費に計上されなかった理由としては、事業年度中において翌年度の事業

継続が困難であることが急遽判明し、事業年度中にリニューアルが必要になったためで

ある。 
 しかし当該リニューアル費用は本事業を継続するために必要な支出であり、本事業の

事業費に含めて評価すべき支出であった。 
 
（２）【指摘】ホームページ運用業務委託仕様書について 
 当該事業は、上記に記載の通りホームページの制作から 12年が経過し、当初ホーム
ページを制作した事業者が継続して運用業務を実施していた。当該事業者への業務委託

は毎年度契約が更新されていたが、平成 30年度の業務委託する際のホームページ運用
業務委託仕様書には、「Web サーバのディスクスペースの提供（ OS：
Windows2003Server、対応データベース言語：My-SQL、容量 10GB以上）」の記載が
あった。 
 上記 OS（Windows2003Server）はマイクロソフト社の製品であるが、サポート期間
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（～2015.7.15）が終了しており、上記（１）に記載した平成 30年度途中にリニューア
ルが実施されるまで、OSが未サポート状態となっていた。 
 当初のホームページ制作の仕様を継続して、運用業務を委託していたものと推定され

るが、OSのサポート状況を確認し、セキュリティ対策等必要なアップデートを仕様に
含めるべきであった。 
 
No.4 岡山国際交流センター管理運営事業（担当課：県民生活部国際課） 
（１）【意見】事業目標の参加者数の集計範囲について 
事業目標は、「岡山国際交流センター実施事業への参加者数」としている。詳細をヒ

アリングしたところ、センターで実施している事業の内、継続的に実施する予定である

事業を抽出し、当該 17事業の参加者数としたとのことである。抽出する事業を確定し
ておかないと、正確な経年比較ができないためとのことであった。平成 29年度には、
17の事業の内、廃止となった事業が 1件あり、その後は 16の事業から参加者数を集計
している。 
センターでの実施事業については、参加者数が少なくなったり、事業の効果が低くな

ってきたものについては、見直す必要がある。事業目標の中に新しい事業も含めること

とすれば、新しい事業を積極的に実施するモチベーションになると考える。これまでは、

事業に大きな変化がなく、新しい事業を事業目標に含めるかどうかまでは検討されなか

ったとのことであったが、今後はコロナ関連への対応など、環境の変化があり、事業の

見直しも余儀なくされることが予想される。事業の見直しを適時に実施し、新しい事業

（継続的に実施する予定のもの）についても事業目標に反映することが望まれる。 
 
No.5 企業立地促進補助金交付事業（大型投資・拠点化、本社機能移転等を除く）（担
当課：産業労働部 企業誘致・投資促進課） 
（１）【意見】事業目標に関する説明の追加記載について 

 当該事業について、県は事業目標として「誘致活動延べ件数」を設定しているが、当

該誘致活動延べ件数には、人件費や事業費に含まれていない市町村の研修生が実施した

誘致活動についてもカウントされている。そのため、コストに含まれていない市町村の

研修生数の増減で、事業評価結果が変わる可能性があるが、それについての説明がなさ

れていない。事業評価を有効に行い、また事業評価の妥当性を客観的に確認できるもの

とするためにも、その説明を事業評価結果の根拠の欄等に具体的に記載するべきである。 

 
（２）【意見】事業費の集計について 
 当該事業に集計している事業費は、各種企業誘致・投資促進関連の補助金のみであり、

企業誘致活動を行うにあたり、直接的に必要となった交通費や旅費等は、運営費に計上

し当該事業費として集計されていない。そのため、当該事業にかかったコストが網羅的

に把握できず、効率性に関する事業評価が適切に行われていない。事業評価を効果的な

ものにするためには、実施する事務事業別に全てのコストを適切に把握し、費用対効果
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の観点を踏まえた評価を実施する必要がある。 

 
No.6 岡山デニム世界進出支援事業（担当課：産業労働部産業振興課） 
（１）【意見】事業目標の見直しについて 
 当該事業は、岡山県内の繊維産業の海外市場進出を支援するため、海外展示会の出展

費用の補助や岡山デニムの知名度向上のためのプロモーション活動を行っている。当該

事業の事業目標は、「きらめきファンドで支援した製品の売上高」となっているが、き

らめきファンドとは岡山県産業振興財団 HP によると、「県内の産業振興のため、中小
企業者が新技術又は新製品の研究開発を行う場合に必要とする経費の一部を助成する

ことにより、研究開発を促進し、地域経済を支える中小企業の競争力を高め、県内地域

産業の活性化を図ることを目的としている」ものであり、きらめきファンドで支援して

いる製品は繊維産業に限らない。また、当該事業の補助金支出先ときらめきファンドの

支援先との関連性も特段ない。そのため、現在使用している事業目標「きらめきファン

ドで支援した製品の売上高」は、当該事業で対象としているデニムの売上と直接的には

関係なく、事業を評価する指標として適切とは言えない。担当課では集計可能な適切な

指標がないため、生き活き指標を事業目標としていたが、補助金支出事業であれば商談

成立件数、プロモーション事業であればプロモーション対象となる県内産業の売上高等、

事業評価を有効に行うためにより適切な事業目標を設定するべきである。 
 
No.7 力強い経営体育成対策事業（担当課：農林水産部農産課） 
（１）【意見】達成度の評価について 

 調査票の達成度の評価は、事業目標（水稲作付面積 10ha 以上の経営体数）を基に評

価をするルールである。しかし、事業目標ではなく、研修会開催数や収益力向上等の取

り組みを支援した地区数で評価をしている。そのため、達成度が B評価となっているが、

事業目標により評価を行った場合、達成度は 100%を超えているため、A評価として判定

をすべきと考える。仮に、当該事業を研修会開催数や収益力向上等の取り組みを支援し

た地区数で達成度を測るべき状況であれば、それらの指標を事業目標にすべきである。 

 

（２）【意見】農業機械の購入先について 

補助金申請者の中に親族からの農業機械の購入に対して申請をしている者がいた（当

該農業機械の購入金額は、7,059 千円であった）。規定では相見積もりによることで競

争原理に基づいた適正な事業費となると判断しているため、親族からの購入に制限はな

かった。しかし、親族からの購入である場合には、例えば、親族以外の相見積もり先か

らの見積もりを甘くするなど、不公正な取引として利用をされる恐れがあるため、取引

上の合理性をより慎重に検討することが必要である。県では購入先が親族であることを

事前に把握できていなかったが、取引の全体像を事前に把握し、その合理性を事前に確

かめる仕組みが必要と考える。 
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No.8 中小企業 U ターン就職促進奨学金返還支援事業（担当課：産業労働部労働雇用
政策課） 
 当該事業の「効率性」に関する評価について、第 2に記載以外は特になし。 
 

No.9 看護師等就労促進事業（担当課：保健福祉部医療推進課） 
 当該事業の「効率性」に関する評価について、第 2に記載以外は特になし。 
 
No.10 ぶどうの供給力強化緊急対策事業（担当課：農林水産部農産課） 
（１）【意見】事業目標について 

当該事業は重点施策（マーケティングの強化とブランディングの推進）に紐づく事務

事業であり、施策の成果指標である 2 つの生き活き指標（「農林水産業産出額」、「県産

果物の販売金額等（首都圏販売金額）」）の達成のため、ぶどうの供給力を増やすことを

事業の目的としている。 

本事業では、事業目標として「農林水産業産出額」の内訳項目である「園芸作物産出

額」を採用しているが、「園芸作物産出額」という指標は、 

① 単価と生産量の積によって求められるが、単価はその時の需給によって変動し
てしまう。 

② ぶどうだけではなく、花、野菜、果樹全般が含まれる。 
③ 事業としては新改植、果樹棚、ハウス、機械導入等へ補助金を出すものであり、
産出額が増えるまでにいくらかのタイムラグがある。 

といった問題点が含まれる。よって、事務事業の活動量を測る指標として、ぶどうの生

産量ないし、栽培面積等の本事業による効果を直接測ることが出来る指標が望ましいと

考えられる。 

 
No.11 1歳からの緊急対策事業（担当課：保健福祉部子ども未来課） 
 当該事業の「効率性」に関する評価について、第 2に記載以外は特になし。 
 
No.12 緊急輸送道路沿道建築物耐震化支援事業（担当課：都市局建築指導課） 
（１）【意見】生き活き指標の設定について 
「緊急輸送道路沿道建築物耐震化支援事業」は、重点施策である「防災施設整備や公

共施設等の耐震化の推進」の中の 1事業である。 
重点施策「防災施設整備や公共施設等の耐震化の推進」の生き活き指標は、「護岸等

の整備により高潮被害が解消される防護面積及び戸数」であり、この重点施策に紐づく

事務事業は、次のとおりである。 
① 緊急輸送道路沿道建築物耐震化支援事業 
② ふるさとの川リフレッシュ事業 
③ 土砂災害防止施設整備事業 
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④ 高潮対策事業 
⑤ 高潮・老朽化対策事業 
⑥ 医療施設耐震化促進事業 
この中で、生き活き指標に実質的に対応しているのは、④と⑤のみと思われる。 

施策の達成レベルは、生き活き指標達成度と事務事業達成レベルを 4：1で加味して算
出するため、生き活き指標に重点が置かれており、実質的に対応している事業が少ない

と、偏った評価となる。 
 偏った評価とならないように生き活き指標を設定すべきである。例えば、複数の指標

を設定するか、施策を分けてそれぞれ設定することが考えられる。 
 

（２）【意見】事務事業調査シートにおける予算数値の記載について 
事務事業調査シートに記載されている「予算事業費」の数値は、補正予算となってい

る。この事業については、 
2018年度 当初予算 26,250千円⇒補正予算 16,215千円に減額。 
2019年度 当初予算 26,250千円⇒補正予算 22,187千円に減額。 

 いずれも、事業の進捗状況が悪いため、予算を減額したとのことである。しかし、調

査シートには、補正予算の金額が記載されているため、事業が当初の予定どおり順調に

進捗したように見えている。 
 事務事業調査シートの「予算事業費」には当初予算を記入するか、追加で記載し、事

業の進捗状況がわかるようにすることが望ましい。 
 
No.13 ふるさとの川リフレッシュ事業（担当課：土木部河川課） 
（１）【意見】生き活き指標を用いた事業目標の見直しについて 
 当該事業の事業目標である「洪水被害のリスクが高い箇所の解消」について、2017年
度の実績値 53件が 2018年度の目標値 30件を大幅に上回っているが、2018年度の目
標値の見直しを行っておらず、目標値が評価指標基準として意味を持たなくなっている

（2019年度も同様）。この事業目標は生き活き指標を用いることから、目標値は 4か年
総合計画「新晴れの国おかやま生き活きプラン」で議会承認を得たものを利用している

ため、総合計画進行期には目標値の見直しは行わないということであった。事業目標に

生き活き指標を用いる場合、各年度の事務事業評価を有意義なものにするためにも、明

らかに目標値と実績値に乖離がでてきたものについては目標の見直しを行うべきであ

る。 
 
No.14 生き活きメンテナンス事業（担当課：土木部道路建設課） 
（１）【意見】事業目標について 

事業目標を「橋梁点検研修の受講者数」としているが、市町村職員へ研修を実施する

ことは橋梁管理の補助的な活動であると考えられる。そのため、橋梁管理に対する寄与

度の大きい別の指標を事業目標とするべきである。例えば、橋梁の維持管理費用の縮減
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の取組みとして、1）効果的な長寿命化対策、2）効率的な点検手法の導入を行っており、

「生き活きメンテナンス ～橋梁長寿命化県を目指して～」の資料には 770 百万円の想

定縮減額が認められるとの記載があることから、維持管理費用の縮減額を事業目標とし

て採用することも 1つの案であると考えられる。 

 
No.15 地域の絆で守る！子どもや高齢者の安全・安心推進事業（担当課：県民生活部
くらし安全安心課） 
（１）【指摘】従事職員数の集計誤りについて 
 従事職員数は、当該事業に携わった職員の概算人件費を計算する基礎となるもので、

県の事務事業評価シートの作成要領によると、人事課の事務分掌調査を参考に、担当職

員の従事職員数を入力することとされている。しかし、当該事業については従来から従

事職員数について「1.0」と入力したまま、変更していなかったとのことである。そのた
め、概算人件費の金額は、当該事業の従事職員数に単価として 8,000千円をかけて算出
することから、8,000千円かかったこととなっていた。しかし、実態としての従事職員
数は、担当課へのヒアリングと事務分掌調査票の査閲によると、0.4人を特殊詐欺防止
に関する 2つの事業で配分したものが適切とのことであった。これを考慮すると、当該
事業に係る概算人件費は 3,200千円以下となる。概算人件費の計算を誤ると、費用対効
果を勘案した有効な事務事業評価を行うことができないおそれがある。したがって、概

算人件費を正確に計算し、事務事業評価を有効に行うためには、事業に携わった従事職

員数を適切に集計する必要があった。 
 
（２）【意見】事業評価の「達成度」の評価結果誤りについて 
 「達成度」に関する評価については、「第５．包括外部監査の結果（各論）Ⅰ．事務事

業評価の仕組み」に記載のとおり、A：高い（100％以上できた）、B：やや高い（80％
以上できた）、C：やや低い（60％以上できた）、D：低い（60％未満しかできなかった）、
の 4 段階で評価することとなっている。当該事業の 2018 年度の「達成度」の評価は、
事業目標である「特殊詐欺被害額」の目標値 606,800千円に対する、実績値 382,800千
円により判断される。当該目標は削減目標のため、2018 年度は実績値が目標値を大幅
に下回っており、県の事務事業評価の方法によれば、「A」評価となる。しかし、上記事
務事業調査シートでは、達成度の評価は「B」としていた。これは、年度目標値は達成
したものの、特殊詐欺被害額は 2016年度の水準に戻ったに過ぎないことから、担当課
が自主的に「B」評価に下げたとのことである。このような自主的な判断が入った要因
は、削減目標の目標値 606,800千円が高すぎることにあると思われる。2018年度、2019
年度ともに、実績値が目標値の 5割～6割程度である。目標値自体は、2014年度～2016
年度の平均値 948,000千円から毎年 20％削減を目標値として設定していたとのことで
あるが、現状の目標値としてはそぐわないものとなってきている。また担当課へのヒア

リングによると、金額を指標にした場合、その年に数件被害額が大きい案件があれば金

額が跳ね上がるので、事業目標を被害件数にすることも考えられるとのことである。事



14 
 

務事業評価を有効に行うために、目標値の適宜の見直しや事業目標を現在の特殊詐欺被

害額と特殊詐欺被害件数の複数にする等の検討を行うべきである。 
 
No.16 特殊詐欺の被害防止を推進するための事業経費（担当課：警察本部生活安全部） 
（１）【指摘】概算人件費の集計について 
 当該事業は、特殊詐欺の被害防止を図ることを目的とし、特殊詐欺に対する危機意識

の高揚に向け効果的な広報活動を実施するとともに、金融機関等における水際対策を推

進しており、担当課は警察本部生活安全部生活安全企画課である。当該事業のように担

当が警察本部である場合には、本監査の実施にあたり作成した事務事業調査シート（本

編に記載）へも県が事務事業評価に使用している事務事業評価シートへも概算人件費の

集計が行われていない。これは、県の事務事業評価シートの作成要領によると、概算人

件費の算出について人事課の事務分掌調査を参考に行うこととなっているが、警察本部

については事務分掌調査を行っていないことから概算人件費の算出をしていなかった

とのことである。事務事業評価を効果的なものにするためには、実施する事務事業別に

全てのコストを把握し、費用対効果の観点からも事業を評価する必要がある。したがっ

て、担当が警察本部である場合にも、他の事務事業と同様に概算人件費を集計するべき

であった。 
 
（２）【意見】事業目標の設定について 
 当該事業については、事業目標が設定されていない。そのため、事業評価の達成度の

項目について、担当課の主観により評価結果を決定している。これについては担当が警

察本部である場合、事業目標を設定しにくい場合が多いことから、県は事務事業評価に

使用している事務事業評価シートへの事業目標の未記載を容認していたとのことであ

る。事務事業を効果的・効率的に運用し、事務事業評価を有効に行うためには、担当が

警察本部である場合についても他の事務事業と同様に、事業目標を設定し、当該目標を

基に事務事業評価を行うべきである。 
 
No.17 地域活力創出推進事業（担当課：県民生活部中山間・地域振興課） 
（１）【意見】事業目標について 
  当該事業は取りまとめ役となる県民生活部中山間・地域振興課で予算取りした上で
県民局（備前県民局、備中県民局、美作県民局）に均等に配分し、各県民局が新晴れの

国おかやま生き活きプランの地域別構想を踏まえ、中山間地域の活力創出に寄与する事

業を計画し、実行しているものである。 
 本事業の事業目標は取り組んだ事業数となっており、平成 30年度においては目標値
17事業に対し、3県民局で計 16事業が計画され、新晴れの国おかやま生き活きプラン
の地域別構想を踏まえた事業が実行された。 
 ここで事業目標となっている事業数は、例えば目標を達成しようと事業規模を小さく

し、事業数を増やせば達成可能な指標であるが、実態は各県民局が必要な事業を選定す
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ると概ね目標の事業数となっているに過ぎない。 
 本来、事業目標は限られた予算の中で効率的に事業を行い、その達成度を測るもので

あるから、事業数を事業目標とすることは適切とは言えない。 
 例えば、平成 30年度に実施した 16事業の中にある、販路開拓支援事業であれば、支
援事業者数や、成立した商談件数などが考えられ、コミュニティビジネス推進事業であ

れば、新規ビジネスプランの応募件数などが事業目標として適切と考えられる。 
  

No.18 電気自動車等普及促進事業（担当課：環境文化部新エネルギー・温暖化対策室） 
（１）【意見】事務事業調査シートにおける予算数値の記載について 
事務事業調査シートに記載されている 2018 年度の「予算事業費」の 8,040 千円は、

補正予算の金額となっている。当初予算は 18百万円であったが、急速充電設備設置の
補助をする事業が計画より少なかったため、減額したとのことである。 
事務事業調査シート上、補正予算の金額を記載することにより、事業が当初の予定ど

おり順調に進捗したように見えている。 
 事務事業調査シートの「予算事業費」には当初予算を記入するか、追加で記載し、事

業の進捗状況がわかるようにすることが望ましい。 
 
No.19 空き家等除却支援事業（担当課：都市局建築指導課） 
（１）【意見】事業目標について 
事業目標は空き家等の除却件数としており、2017年度実績の 110件から、毎年 20件

ずつの増加を見込み、2018年度は 130件、2019年度は 150件としている。 
これに対して実績は、2018 年度は 180 件、2019 年度は 173 件と、目標を大幅に超え
て達成している。 
しかし、この状況から、本来はこれ以上のニーズがあり、事業規模が小さすぎる可能

性も考えられる。 
これを適切に評価するには、除却が必要な空き家等がどのくらいあるかを把握し、そ

の内、この事業によりどのくらい除却できたかを目標とすることが望ましい。 
ただし、除却が必要な空き家等を、各市町村で同じレベルで判断するのは難しいと思

われるので、例えば特に危険で問題がある「特定空家等」の把握から実施することが考

えられる。 
 

No.20 空き家利活用支援事業（担当課：都市局住宅課） 
（１）【意見】事業目標について 
当該事業の事業目標は、空き家利活用支援事業を活用した市町村数としている。これ

は空き家対策の推進に関する特別措置法が平成 27 年 5 月に全面施行されているもの
の、空き家問題に対する市町村の取組には温度差があり、そうした市町村を支援する県

の立場から、事業目標を「事業を活用した市町村の数（累積値）」と設定したものであ

り、趣旨は理解できる。 
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しかし、平成 30年度の本事業を活用している市町村を見ると偏り（空き家コンシェ
ルジュ派遣事業として合計 16件の利用があるが、そのうち 1つの市町村からの利用が
10件を占めている）があり、事業の実施が評価（事業目標）に必ずしも結び付いていな
い。 
 当事業の推進により、空き家支援事業の実績が積み重なり、結果的に支援事業を活用

した市町村数が増加すると考えられるが、上述した通り空き家問題に対する市町村の取

組には温度差があるため、当事業を活用する件数が増加しても、仮に同じ市町村ばかり

が活用した場合は「事業を活用した市町村の数」は増加せず、当事業が評価されないこ

とにつながることから、当支援事業の活用件数等、事業の活動実績を適切に測る事業目

標を検討すべきと考えられる。 
 
（２）【意見】再委託について 
 当該事業は、岡山県住宅リフォーム推進協議会を委託先として、4,999千円の業務委
託契約を締結している一方で、業務の一部、金額にして 2,778千円の業務について特定
非営利活動法人みんなの集落研究所を委託先として再委託を行っている。 
 上記岡山県住宅リフォーム推進協議会と県との委託契約は随意契約により締結され

ているが、随意契約によっている理由は、随意契約ガイドラインの運用基準第 3第 2号
(3)③「業務遂行上の経験、知識などを特に必要とし、業務に精通した者に業務を行わせ
る必要がある場合」に該当するため、となっている。 
 再委託については、委託契約上は第 8条但し書きに記載の通り、県の承諾があれば可
能であるが、そもそも当事業を岡山県住宅リフォーム推進協議会に随意契約により委託

している理由が上記に記載の通りであるのであれば、業務委託費の 50％超を占める業
務内容の再委託が行われる理由が不明となる。 
随意契約ガイドラインでは、随意契約を締結した委託先が“大部分の”業務を再委託

のないよう留意するとしているが、当業務の場合、“過半の”業務を再委託している。

業務をより迅速に行うため、業務委託費の一部を再委託することは認められるが、随意

契約理由（「業務遂行上の経験、知識などを特に必要とし、業務に精通した者に業務を

行わせる必要がある場合」）に鑑みて、随意契約ガイドラインの慎重な適用が求められ

る。 
No.21 アートで地域づくり実践講座事業（担当課：環境文化部文化振興課） 
当該事業の「効率性」に関する評価について、第 2に記載以外は特になし。 

 
No.22 オリンピアン・パラリンピアン育成事業（担当課：環境文化部スポーツ振興課） 
当該事業の「効率性」に関する評価について、第 2に記載以外は特になし。 
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No.23 DV対策（担当課：県民生活部男女共同参画青少年課） 
（１）【意見】委託契約について 
当該事業の 2018 年度実績事業費 12,031 千円のうち、9,078 千円が DV 被害者等相

談・自立支援充実事業として委託業者に支払われている。委託契約書によれば、委託期

間は平成 30年 4月 1日から平成 31年 3月 31日まで（第 2条）となっており、単年度
契約となっている一方で、事業実績報告書に添付されている支出内訳書をみると、ステ

ップハウス提供事業として、敷金 167 千円のほか、消耗備品 681 千円（生活用品・家
具）が計上されている。 
当該ステップハウス提供事業とは、DV被害者等が一時的に居住できる生活用品を備

えたステップハウスを整備・管理し DV被害者等への支援を行うものであるが、敷金や
生活用品・家具等は事業開始初年度に必要となる支出であるものの、複数年度に渡って

使用あるいは償却すべきものである。 
費消されない支出（例えば、敷金のように返還される支出）を経費として認めてしま

うと、仮に当事業を継続し、翌事業年度に別の事業者と契約する場合、初年度経費が再

度必要となる可能性がある。したがって、単年度契約を前提とするのであれば経費とし

て認める範囲を単年度内に費消される支出に限定するか、複数年度契約を検討するか、

又は事業者が変更する場合であっても、物品を継続して使用させることができる仕組み

を取り入れるべきであると考えられる。 
 
（２）【意見】支出内訳書について 
当該事業の事業実績報告書に添付されている支出内訳書には、公認会計士への会計監

査委託料負担分として 151 千円が計上されているが、県は当該会計監査の対象となっ
た計算書類や監査報告書を入手していない。 
会計監査委託料を支出経費として認めるのであれば、当該会計監査の対象となった計

算書類や監査報告書を提出させ、上記支出内訳書との整合性を確かめることは当事業に

支出した委託料が適切に使用されたことを確かめることにつながり、必要であると考え

られる。 
 

No.24 首都圏アンテナショップ事業（担当課：産業労働部マーケティング推進室） 
（１）【意見】事業の達成度の評価について 

当事業の事業目標は、「全国における本県の認知度」となっており、2018 年度の目標

値 25 位に対して実績 27位であり、目標に及ばないため達成度 Aは適切でない。 

達成度 Aの評価とした理由について担当課にヒアリングしたところ、次の 2点において

問題が発見された。 

1）達成度は「全国における本県の認知度」の他、アンテナショップの入館者、売上高、

販路開拓、マスコミへの露出などを総合的に判断して評価を行っている。 

2）ただし、事務事業評価の上で目標値を設定しているのは「全国における本県の認知

度」のみであり、それ以外の項目については目標値を定めていない。 
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上記は 1）「行政評価の概要」に記載された事務事業評価の方法と異なっており、また

2）は目標を設定していなければ客観的な評価は行えない点で問題となる。 

 

（２）【意見】アンテナショップ事業の収支について 

アンテナショップ事業を収支の観点から見れば、県からの支出である建物賃借料とア

ンテナショップ運営協議会への負担金に対して、県への収入である物販・飲食店舗両運

営事業者からの売上高の５％に相当する納付金とコワーキングスペースや催事スペー

スの利用料では、県の実質負担は単年度で１億円超となっている。アンテナショップに

は、物販・飲食の収益部門以外に、情報コーナーや移住・しごと相談コーナーなど公的

な機能もあり、収益だけでは賄いきれない部分もあるが、県の実質負担が少しでも減る

よう、収入を増やす努力が必要である。 

以下は各年度の収支（岡山県分）を時系列に並べたものである。 

 

 
No.25 晴れの国おかやまファンクラブ会員獲得作戦（担当課：総合政策局公聴広報課） 
当該事業の「効率性」に関する評価について、第 2に記載以外は特になし。 
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第４．包括外部監査の結果（まとめ） 

岡山県では「新晴れの国おかやま生き活きプラン」を策定し、当該プランを総合的、

効果的に推進するために、政策評価、施策評価及び事務事業評価の三層構造で行政評価

を行い、必要な見直しや改善を行うための PDCAサイクルを構築している。 

県では平成 29年 3月に「岡山県行財政経営指針」を策定し、限られた資源を最大限
に有効活用し、より効率的、効果的な行財政経営を目指しているところであるが、新型

コロナウイルス感染症対応など新たな課題がでてくる中で、限られた資源を最大限有効

活用することは、ますます重要になってくる。 

本年度の包括外部監査では、県が実施する事務事業において、必要性をどのように考

えたうえで業務を行っているかを検証し、さらに実施した事業について事後評価を適時

適切に実施しているか等を監査した。 

具体的には、25 の県単費事業を抽出し、県単費事業に関する財務事務の合規性、合
理性、事務事業評価の仕組みの妥当性の 3つの着眼点に基づき検討を行った。 

本文では、事業ごとに意見を述べているが、フルコストの適切な集計、仕様書の適切

な設定、事業目標と効率性の評価基準の適切な設定の観点で取りまとめてみた。 

 

フルコストの適切な集計 

 サンプルとした県単費事業には、フルコストの適切な集計がなされていない事業があ

った。具体的には、概算人件費の集計が適切でなかった事業や事業費の集計が網羅的に

集計されていないと考えられる事業が識別された。 

 行政サービスの活動を正確にとらえるためには、関連するコストを網羅的かつ正確に

把握する必要がある。これによって、行政サービスごとのコストの全体像が県民にわか

りやすく示されるとともに、行政担当者のコスト意識が高まり、行政活動の効率化・適

正化が期待されるからである。 

 事業の成果を適切に評価するためには、フルコストの網羅的かつ正確な把握が前提と

なることを理解し、網羅的・正確な集計に努めるべきである。 

  

仕様書の適切な設定 

 サンプルとした県単費事業には、委託業務に関する仕様書において、OS（Operating 
System、基本ソフトウェア）の設定は示されていたもののサポート期間が満了してい
るバージョンとなっていたことでセキュリティ対策が不十分であり、また更新のため

の予定外の支出（ホームページのリニューアル）が必要となった事業があった。 
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 仕様書は、事業目的が達成されるために不可欠の要件を示したものである。特に継続

的な事業の場合には、必要な更新が適切になされているかに留意する必要がある。 

 

事業目標と効率性の評価基準の適切な設定 

 サンプルとした県単費事業には、事業目標の設定がなされていない事業、事業目標の

達成にマッチしないと思われる目標設定がなされている事業があった。また、効率性の

観点での事業評価において、評価基準があいまいな事業があった。 

 事業評価が、PDCAサイクルの一環で行われるものである。評価を適切に行うために
は、その前提として事業目標が、事業の対象・手段・意図に照らして適切に設定される

必要がある。 

また、評価基準が適切に設定されないと評価が主観的になる。事業の効率性について

は、コスト削減の可能性をふまえ、手法の妥当性を評価する明確な評価基準を設定して

いく必要がある。 

  

各事務事業においてコスト意識を適切に反映した適切な財務事務が遂行され、より効

率的・効果的な行財政経営につながることを期待したい。 

 

以 上 

 


